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累計20,000社420万人以上の組織開発・人材育成を支援するALL DIFFERENT（オールディファレント）株式会社

（所在地：東京都千代田区 代表取締役社長：眞﨑大輔）および「人と組織の未来創り🄬」に関する調査・研究を行

うラーニングイノベーション総合研究所🄬は、2024年10月～2025年2月の期間で、企業の人事の責任者・担当者302

人を対象に意識調査を行いました。本リリースでは、若手社員の育成（OJT）に関する実態を調査・分析した結果を

公表いたします。 

 

背景 

 新入社員の早期離職が話題となっており、実際に厚生労働省の調査*1によると、高卒・大学卒ともに3割以上の新

規学卒就職者が、3年以内に離職をしています。人手不足が加速する中、時間と労力をかけて大切に育てた人材が辞

めてしまうのは、企業にとっては損失です。当社の調査結果*2では、離職意向が高い若手社員は、入社前後のギャッ

プや仕事の難しさ（＝仕事の壁）を実感していることがわかりました。この壁

を適切に乗り越えさせ、組織への定着と本人の成長につなげるには、本人の「乗

り越える力」を養うだけでなく、組織が若手社員を「育てる力」も欠かせませ

ん。そこで、今回は若手社員の育成に重要な手法の1つ、「OJT」に焦点を当て、

調査を実施しました。 

*1 厚生労働省「学歴別就職後３年以内離職率の推移」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001318959.pdf 

*2 ラーニングエージェンシー（現 ALL DIFFERENT）若手社員の意識調査（社会人1年目の入社前後のギャップ

（離職意向別）編 

https://www.all-different.co.jp/download/all/news_20220831.pdf 

 

 

 

 

 

調査結果の概要 

⚫ 人事が感じる新入社員・若手社員の最大の課題「主体性・積極性」 

⚫ OJT の課題トップは「OJT 担当者によって OJT のやり方や精度にバラつきがある」 

⚫ OJTの課題改善策、3割以上が「具体的な内容を検討していない」と回答 

1~100名企業は「目標を明確にする」、101名以上は「OJT担当者のトレーニング」 

1001名以上は「OJT担当者の心構えの醸成」と回答 

〈考察〉「主体性・積極性」を発揮できる若手社員を育成するOJT 

https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001318959.pdf
https://www.all-different.co.jp/download/all/news_20220831.pdf
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調査結果の詳細 

1. 新入社員や若手社員（社会人2～3年目）への最大の課題「主体性・積極性」 

初めに、新入社員と社会人2～3年目の若手社員のそれぞれについて、知識・スキルや業務への姿勢で課題に感じ

ることがあるか質問しました。 

結果、どちらも「主体性・積極性」という回答の割合が最も高くなりました。 

2位以降の結果は、新入社員では「メンタルタフネス」（26.2％）、「報連相」（20.9％）が続きました（図1）。 

社会人2～3年目の若手社員では「成長意欲」（30.8％）「目的・目標の理解」(25.8％)が続きました（図2）。 
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2. OJTの課題トップは「OJT担当者によってOJTのやり方や精度にバラつきがある」 

次に、新入社員や若手社員の育成に重要な手法の1つであるOJTに対する人事の考えを調査しました。 

OJTを実施しているか、実施している場合の課題は何かを質問した結果、「OJTは実施していない」と回答した割

合が1割以下となり、9割以上の企業がOJTを実施していることがわかりました。 

さらに下記のように従業員規模別に集計したところ、従業員規模によって回答に違いが現れました。1～100人の

企業（以下、『100人以下企業』と記載）、101～300人企業（以下、『101～300人企業』と記載）、301～1000人

企業（以下、『301～1000人企業』と記載）、1001以上の企業（以下、『1001人以上企業』と記載）に分けて分析

した結果を紹介します。 

OJTを実施している企業では、従業員規模問わず「OJT担当者によってOJTのやり方や精度にバラつきがある」が

最大の課題であることが明らかとなりました。次に「OJTの全体像やゴール、育成計画がなく、場当たり的になっ

ている」が続き、その割合は従業員規模が小さい企業ほど課題を感じる傾向にあることがわかりました。 

3位以降の結果は従業員規模別に違いが現れました。100人以下企業は「適切に指導できるOJT担当者が足りない」

（35.3％）、101～300人企業は「人事はOJTに関与しておらず、課題がわからない」（36.7％）、301～1000人企

業は「OJT担当者任せになっており、各部署内でのフォローやサポートがない」（34.8％）、1001人以上企業は「人

事はOJTに関与しておらず、課題がわからない」（28.9％）と回答する結果となりました（図3）。 
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３．OJTの改善策、3割以上が「具体的な内容を検討していない」と回答 

最後に、OJTの課題に対してどのような改善策を検討しているか質問しました。結果、企業の従業員規模問わず、

3割以上の人事部が「具体的な内容はまだ検討していない」と回答する結果になりました。 

改善策を検討している企業の結果を見ると、100人以下企業は「育成対象者の目標を明確にする」と34.3％が回答

し、その割合は従業員規模が大きい企業ほど低い割合となりました。101～300人企業、301～1000人企業、1001人

以上企業では、「OJT担当者のトレーニングを行う」や「人事とOJT担当者との連携を密に行う」の回答割合が高く

なりました。また、1001人以上企業は「OJT担当者の心構えを醸成する」が最大の結果となり、他の群に比べても

突出した結果となりました（図4）。 
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まとめ 

 本調査より、新入社員や社会人2～3年目の若手社員に対し、人事担当者が抱く最大の課題は、「主体性・積極性」

であることが明らかとなりました。当社で実施した新入社員意識調査*3によると、2024年入社の新入社員は、8割超

がやる気が高い結果がでていることから、活力に満ちあふれた状態で入社したものの、会社や人事が期待するよう

な「主体性・積極性」は、現場業務において発揮できていない実態が推察できるでしょう。 

 また、本調査では若手社員の育成で重要な手法の1つであるOJTの取り組みの実態が明らかになりました。調査の

結果、9割以上の企業がOJTを実施しているものの、多くの企業がOJTに課題を感じていることがわかりました。中

でも、「OJT担当者によってOJTのやり方や精度にバラつきがある」は企業規模を問わず課題に感じている企業の割

合が高いことが明らかになりました。また、従業員規模が小さい企業ほど、「育成計画がない」「場当たり的」「適

切に指導できるOJT担当者不足」という課題が上位にあがりました。 

このようなOJTの課題に対し、3割の企業が「具体的な内容はまだ検討していない」という結果も明らかとなりま

した。その背景には、他業務と比べて優先順位が低くなっていることやOJTに関するPDCAが回っていない、OJTを

現場任せにしており実態が把握できていないなどの要因が考えられるでしょう。 

一方で、OJTに対する改善策を検討している企業の傾向として、100人以下企業では「育成対象者の目標を明確に

する」、301～1000人企業では「OJT担当者のトレーニングの実施」、1001人以上企業では「OJT担当者の心構えの

情勢」の割合が高い結果となりました。 

*3 新入社員意識調査（速報値版）https://www.all-different.co.jp/download/all/news_20240422.pdf 

 

調査概要 

*本調査を引用される際は【ラーニングイノベーション総合研究所「人事部の意識調査（OJT編）」】と明記ください 

*各設問において読み取り時にエラーおよびブランクと判断されたものは、欠損データとして分析の対象外としています 

*構成比などの数値は小数点以下第二位を四捨五入しているため、合計値が100%とならない場合がございます 

 

 

  

調査対象者 当社サービスを活用している企業の人事責任者・人事担当者 

調査時期 2024年10月～2025年2月 

調査方法 Webでのアンケート調査 

サンプル数 302人 

属性 （1） 業種 
鉱業,採石業,砂利採取業 1人（0.3%） 
建設業 6人（2.0%） 

製造業 66人（21.9%） 
電気・ガス・熱供給・水道業 3人（1.0%） 
情報通信業 79人（26.2%） 

運輸業,郵便業 10人（3.3%） 
卸売業,小売業 42人（13.9%） 
金融業,保険業 8人（2.6%） 

不動産業,物品賃貸業 5人（1.7%） 
学術研究,専門・技術サービス業 14人（4.6%） 
生活関連サービス業,娯楽業 1人（0.3%） 

教育,学習支援業 6人（2.0%） 
医療,福祉 2人（0.7%） 
複合サービス事業 2人（0.7%） 

サービス業(他に分類されないもの) 40人（13.2%） 
その他 17人（5.6%） 
 

（2） 企業規模 
100人以下企業 102人（33.7％） 
101～300人企業 109人（36.1%） 

301～1000人企業 46人（15.2%） 
1001人以上企業 45人（14.9%） 
 

https://www.all-different.co.jp/download/all/news_20240422.pdf
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〈考察〉「主体性・積極性」を発揮できる若手社員を育成するOJT 

本調査結果より、新入社員や社会人2～3年目の若手社員に対して人事担当者が感じている最大の課題は「主体性・

積極性」であることが明らかになりました。若手社員に対して「指示されなくても動いてほしい」「自分の意見を

もっと言えるようになってほしい」「一歩引いている姿勢が見受けられる」といったお悩みを聞くことも多くあり

ます。  

「主体性」とは、自分の意志や判断に基づいて責任を持って行動すること、「積極性」とは、自分から進んで物

事に関与し、意欲的に取り組むことを意味します。しかし、若手社員にとってはこれらの概念が抽象的で、具体的

な行動がイメージしづらい可能性があります。人事担当者としては、これらの要素を求める人材像（人材要件）に

設定したうえで、発具体的な行動や発揮されている状態がイメージできるように伝えると良いでしょう。 

日常の行動を変えていくためには様々な取り組みができますが、その1つの方法として多くの企業ではOJT（On-

the-Job Training）が実施されています。OJTは意図的・計画的・継続的に取り組むことが成功の鍵です。主体性・

積極性の発揮を高めたい場合は以下の点も参考にしてください。 

 

＜「主体性・積極性」を発揮するためのOJTのポイント＞ 

① 意図的 

OJTの目的・目標を設定する際に「指示された業務を1人で遂行できるようになること」といった業務遂行に関する

ものだけでなく、「改善点について自ら意見を出すことができる」「自分の考えや判断に基づいて行動する」など、

主体性・積極性の発揮まで視野に入れた目的・目標を提示してください。 

② 計画的 

主体性・積極性の発揮を最初から求めることは、若手社員にとって難しく感じるかもしれません。まずは業務に慣

れてもらい、次のステップで積極性の発揮、その後に主体性の発揮など、段階的に計画を立てて進めると良いでし

ょう。 

③ 継続的 

主体性・積極性を自然に発揮できるようになるまでには、OJT担当者の継続的な伴走が欠かせません。OJT担当者が

若手社員の行動を把握し、こまめに声かけやフィードバックをすると、自身の行動を客観視できるようになります。

その際、できていないときに指摘やアドバイスをすることも重要ですが、できているときや行動を変えようとして

いるときに、認めたり励ましたりするポジティブな声かけやフィードバックを意識的に多く実施すると良いでしょ

う。これにより、若手社員はモチベーションが上がり、自信をつけ、自然と主体性・積極性を発揮できるようにな

ります。 

ALL DIFFERENT 株式会社 事業開発推進本部  

コンテンツマネジメント部 シニアコンサルタント 

中西 啓介（なかにし けいすけ） 

東京大学卒業後、ALL DIFFERENT （旧トーマツ イノベーション/ラーニングエージェンシー）に入社。コ

ンサルタントと研修講師を兼務し、サービスの企画・開発、研修講師育成に従事するほか、幅広い業界の企

業 100 社以上に対して教育計画の立案・研修の企画立案などのコンサルティング支援を実施。複数の全社プ

ロジェクトでプロジェクトリーダーを担当。現在はサービスの企画・開発チームのリーダーとして、対面研

修、オンライン研修などの新サービスの企画・開発、研修講師育成を担う。研修講師としては公開講座や企

業内研修等で、OJT指導者向け、管理職向けの研修を中心に年間 100回以上登壇。 
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ラーニングイノベーション総合研究所について 

当社の研究機関、ラーニングイノベーション総合研究所🄬（以下、LI総研）は、「人と組織の未来創り🄬」に関する様々な調査・研究活動を行っております。 

LI総研はデータに基づいた最適な解決策もご提供し、お客様の組織開発をサポートしております。 

 

ALL DIFFERENT株式会社について 

当社は、組織開発・人材育成支援を手掛けるコンサルティング企業です。「真の未来創りの伴走者」として、人材育成から、人事制度の構築、経営計画の策定、人

材採用に至るまでの組織開発・人材育成の全領域を一貫してご支援しております。 

 

代表取締役社長  眞﨑 大輔 

本社所在地      〒100-0006 東京都千代田区有楽町 2-7-1 有楽町ITOCiA（イトシア）オフィスタワー 15F(受付)・17F・18F 

支社      関西支社、中部支社 

人員数     328人（2025年4月1日時点） 

事業         組織開発支援・人材育成支援、各種コンテンツ開発・提供、ラーニングイノベーション総合研究所による各種調査研究の実施 

サービス        定額制集合研修「Biz CAMPUS Basic」／ライブオンライン研修「Biz CAMPUS Live」 

ビジネススキル学習アプリ「Mobile Knowledge」／ビジネススキル診断テスト「Biz SCORE Basic」 

IT技術習得支援サービス「IT CAMPUS」／デジタルスキル習得支援サービス「DX CAMPUS」 

管理職アセスメント「Discover HR」「Competency Survey for Managers」／人事制度構築支援サービス「Empower HR」 

経営計画策定支援サービス「Empower COMPASS」／転職支援サービス「Biz JOURNEY」ほか 

URL            https://www.all-different.co.jp/corporate   

※記載されている社人、サービス人などの固有人詞は登録商標です。なお、本文および図表中において、必ずしも商標表示（ (R)、TM ）は付記していません。 

 

本件に関するお問い合わせ先 
ALL DIFFERENT（オールディファレント）株式会社  企画グループ 加藤、冨田、宇佐美 

Mail：ad-press@all-different.co.jp  Tel：03-5222-5111（代表） 080-4073-0257（加藤） 

 

 

https://www.all-different.co.jp/corporate
mailto:ad-press@all-different.co.jp

